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1 　はじめに
　筆者は、1982年 3 月に大学を卒業し、1984年 4 月から弁護士をしてきた









































































388　　早法 95 巻 3 号（2020）






































































































392　　早法 95 巻 3 号（2020）
し、従来処分性が認められるのか議論のあった問題について次々と処分性
を肯定する最高裁の判決が下された。就学援護費請求事件（最判平成15年
9 月 4 日判例時報1841号89頁）、食品衛生法16条違反の旨の検疫所長の通知
（最判平成16年 4 月26日民集58巻 4 号989頁）、医療法30条の 7についての最高
裁判決（最判平成17年 7 月15日・民集59巻 6 号1661頁）、浜松土地区画整理事





















































月 7 日になされた。小田急高架訴訟大法廷判決（最判平成17年12月 7 日民集
59巻10号2645頁）である。




　従来、最高裁は、新潟空港事件（最判平成元年 2 月17日民集43巻 2 号56
















































































ところであるが、さらに、最判平成27年 3 月 3 日民集69巻 2 号143頁にお
いて、より明確に意味を確認された。

































































































































































































































































































































































































































412　　早法 95 巻 3 号（2020）
幸先生をはじめとする指導いただいた教員の皆様には心から感謝の意を表
明させていただきたい。
